
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

建設業の現状と今後の課題について

平成23年2月25日

CI-NET/C-CADECシンポジウム

国土交通省



12 
15 

18 19 20 20 20 20 19 19 21 23 23 24 26 
29 

32 34 33 35 35 33 34 32 30 28 26 
23 

21 19 18 17 

16 

17 
14 

22 

24 

25 

29 
30 30 30 

28 29 31 
33 

39 

43 

49 

56 54 52 

47 45 44 48 

42 

37 

37 36 33 
31 

30 
32 

33 34 
31 31 

25 
27 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

民間投資額（兆円）

政府投資額（兆円）

就業者数（万人）

許可業者数（千業者）

（兆円） （千業者、万人）

（年度）

建設投資のピーク
84.0兆円（４年度）

出所：国土交通省「建設投資見通し」・「許可業者数調べ」、総務省「労働力調査」
注１ 投資額については平成19年度まで実績、20年度・21年度は見込み、22年度は見通し

注２ 許可業者数は各年度末（翌年３月末）の値
注３ 就業者数は年平均

○ 建設投資額（平成22年度見通し）は約41兆円で、ピーク時（４年度）から約52％減。
○ 建設業者数（21年度末）は約51万業者で、ピーク時（11年度末）から約15％減。
○ 建設業就業者数（21年平均）は517万人で、ピーク時（９年平均）から約25％減。 ※22年11月は488万人（前年同月比32万人減）。

就業者数のピーク
685万人（９年平均）

517万人
（21年平均）

就業者数ピーク比
▲24.5%

許可業者数のピーク
600千業者（11年度末）

建設投資
40.7兆円

建設投資ピーク時比
▲51.5％

許可業者数ピーク比
▲15.3%513千業者

（21年度末）

建設業をとりまく厳しい状況（過剰供給構造）建設業をとりまく厳しい状況（過剰供給構造）
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平成３年度 平成４年度 平成２１年度 （対ピーク比）
（利益率のピーク） （建設投資のピーク）

○ 産業全体において利益率が大幅に低下、建設業も投資の減少等により、利益率が低迷している。
○ 企業規模の小さい建設業者ほど、利益率が低迷している。

営業利益率 4.0％ → 3.8％ → 1.1％ （▲2.9pt）

経常利益率 3.4％ → 3.2％ → 1.3％ （▲2.1pt）

出所：財務省「法人企業統計」

建 設 業

建設業の利益率の推移 建設業の規模別売上高営業利益率の推移

建設業の利益率等の推移建設業の利益率等の推移
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中小建設事業者ほど、維持修繕工事の割合が高い

○相対的には中小建設業の受注機会が
増加

維持修繕工事の総額の中で、完工高50億円以下の事
業者の占める割合は53% (2007）

○担い手となる地域建設業の疲弊により
維持管理等への支障も

維持修繕工事割合の増加、中小建設業ほど高い維持修繕工事割合維持修繕工事割合の増加、中小建設業ほど高い維持修繕工事割合
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出所：建設経済研究所「地域の建設業が果たしている役割」に関するアンケート調査
（都道府県建設業協会管下の地域支部又は地域協会を対象として平成２２年８月１日～９月７日に実施）

過去に行った緊急出動（例） 常時継続的に実施している活動
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地域の建設業が果たしている役割地域の建設業が果たしている役割
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○ 建設業就業者は、55歳以上が33％、29歳以下が13%と高齢化が進行しており、次世代への技能承継が大きな課題
◆55歳以上及び29歳以下の就業者数の割合
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資料：総務省「労働力調査」

高齢化が進展しており、このままでは技能や技術が承継されず、建設生産を支える技能・技術の喪失が懸念

建設業就業者の年齢構成の推移建設業就業者の年齢構成の推移

5



6



7



8



9



当面の基本スキーム

大手企業 地域企業

専門工事業

再編・転業・廃業

再編・転業・廃業

［現在の企業数］

技術力・企画力の
ある企業

地域に
必要な企業

人を大切にする施工力のある企業

［事業量］

・保険未加入企業
の排除

・重層構造是正

・保険未加入企業
の排除

・重層構造是正

・地域維持型契約
方式の導入

・地域維持型契約
方式の導入

・技術力等を重視し
た契約方式

・技術力等を重視し
た契約方式

環
境
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フ
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［新事業］
［新事業］
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外

Ｃ
Ｍ

環
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［維持管理工事のウェート増大］

参 考
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※上段＜ ＞書きは、対前年度との比較を容易にするため、内閣府計上の地域自主戦略交付金（仮称）に移行した額を加えた場合の計数である
※計数については整理中であり今後の異動がありうる

平成２３年度国土交通省予算のポイント平成２３年度国土交通省予算のポイント
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建設産業対策に係るＨ２３年度予算について建設産業対策に係るＨ２３年度予算について

○ＰＰＰ、エコ建築、耐震、リフォーム、農林業等の成長戦略の担い手たる建設産業を育成し、事業転換を促進

・事業転換に至る出口までに事業者が直面する様々な課題を解決する経営支援体制を整備

・大手・異分野企業等が有する成長戦略関連のノウハウ・技術を集約し、提供する拠点の設置

・リフォーム協業化等による市場開拓や地方自治体の公物管理業務等の包括的受注を行おうとする取組を支援

・建設技能労働者の成長分野対応の促進
（国土交通省成長戦略（平成２２年５月１７日）、 政府「新成長戦略」（平成２２年６月１８日閣議決定））

○ＰＰＰ、エコ建築、耐震、リフォーム、農林業等の成長戦略の担い手たる建設産業を育成し、事業転換を促進

・事業転換に至る出口までに事業者が直面する様々な課題を解決する経営支援体制を整備

・大手・異分野企業等が有する成長戦略関連のノウハウ・技術を集約し、提供する拠点の設置

・リフォーム協業化等による市場開拓や地方自治体の公物管理業務等の包括的受注を行おうとする取組を支援

・建設技能労働者の成長分野対応の促進
（国土交通省成長戦略（平成２２年５月１７日）、 政府「新成長戦略」（平成２２年６月１８日閣議決定））

事業転換支援拠点による課題解決支援

事業転換支援拠点事業転換支援拠点

事業縮小に
悩む

中小中堅建
設企業

相談

専門家による相談 各分野の専門家を派遣等

※選定案件については
きめ細やかに出口まで支援

事
業
転
換
の
実
現

成長戦略関連ノウハウ・技術の移転促進

検
討
着
手

事
業
転
換
の
可
能
性
検
討

事
業
計
画
作
成

ノ
ウ
ハ
ウ
・
技
術
の
取
得

試
行
・実
行

有
望
案
件
の
選
定

○大手・異分野企業等が有するノウハウ・技術を集約し、中小・中堅建設企
業に対して紹介する拠点の設置

事業者が直面する様々な課題を解決する経営支援体制を整備
大手等の保有するノウハウ・技術（例）

高い耐震補強性能を有する、斜め格子のモ
ジュールで構成したクロスウォール

（大手ゼネコン）

耐震補強技術

省エネ技術

簡易な施工で取り付け可能な、ビルの冷房運
転効率を高める新システム

（大手空調会社）

・受発注者間のトラブルの迅速かつ円滑な解決を図る建設業取引適正化センターの運営

・発注者と受注者の間に立つ公正・中立な第三者の活用の普及促進

成長戦略の担い手たる建設産業の育成と事業転換の促進（２．２億円）

取引・契約の適正化・対等化（１．２億円）

平成２３年度予算決定額：
３．５億円
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建設企業が連携の強化を図り、技能者等を新規に雇用することにより、維持管理、エコ建築、耐震、リ
フォーム等の成長が見込まれる市場の開拓を図るための検討や試行的実施に必要となる経費を助成。

エコリフォーム事業

維持管理事業

耐震化事業

想定している事業想定している事業

従来下請けだった専門工事業者が連携し
て、マンションを対象とした大規模修繕市場
に参入し、直接受注する。

優れた橋脚耐震補強工法を開発。施工
代理店を募って技術・使用材料を提供す
ることにより、売上げを拡大。

地域の建設業者の省エネ技術を集約し、
CO2削減モデル住宅の提案、エコリフォー

ムを実施。

＜助成対象となる取組例＞
・新技術、新工法の開発、習得
・ビジネスプランの策定
・人材の採用、職員の研修等の人材力強化
・機材の確保・活用
・市場調査、顧客・販路開拓、広報宣伝等の営業力強化
・新事業の試行的実施
・その他

●少なくとも２社以上の建設企業の連携体
●技能者、技術者、若年者その他の事業に必要な者を新た

に１名以上雇用

※異業種等を連携体に加えることは可

募集受付期間：平成２３年２月１５日（火）～２月２８日（月） （平成２３年１月に全国９の地方ブロックごとの説明会を開催）
提出先：各地方整備局等（随時、事前相談を受付）

募集受付期間：平成２３年２月１５日（火）～２月２８日（月） （平成２３年１月に全国９の地方ブロックごとの説明会を開催）
提出先：各地方整備局等（随時、事前相談を受付）

●上限１０００万円を助成
（希望により、概算払で助成を受けることも可能。）
●概ね１００の連携体を採択

・インフラの維持管理、建物のリフォーム・リニューアル、
エコ、耐震、官民連携（PPP/PFI）等の成長が見込ま
れる分野での新事業

・施工の技術やノウハウを活用した新しいサービスの提
供など、工事請負以外の分野での新事業

・農林水産業、観光業、介護、環境などの異業種におけ
る成長分野での本格的事業化

連携体

※事業実施期間は最長で平成２４年１２月まで

成長が見込まれる市場の開拓

＜事業のイメージ（例）＞

国（事業資金は（財）建設業振興基金により助成）国（事業資金は（財）建設業振興基金により助成）

建設企業の連携によるフロンティア事業建設企業の連携によるフロンティア事業
平成２２年度

補正予算額：１１億円
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地域建設業経営強化融資制度（H20年11月～24年3月）

【概要】
工事完成前に、元請が発注者に対して有する

工事代金債権を譲渡担保にして、事業協同組合
等が、元請に融資等を実施

【対象】
公共工事
（病院・福祉施設等の公益的民間施設を追加）

【助成措置】
・元請が負担する借入金利への助成
・事業協同組合等が行う出来高査定等の事務

経費への助成

【実績（平成22年11月まで）】

・融資件数 5,410件
・融資額 約1,309億円

※適用期限を２２年度末から２３年度末へ延長

下請債権保全支援事業（H22年3月～24年3月）

【概要】
下請が元請に対して有する工事代金債権の支払

をファクタリング会社が保証

【対象】
過去２年間に公共工事の受注実績のある元請の
債権 → 有効な経営事項審査の受審実績のあ

る元請の債権
【助成措置】

・下請が負担する保証料への助成
・元請倒産等により保証債務を履行した場合、

ファクタリング会社の損失を補償

【実績（平成22年12月まで）】

・保証債権数 4,205件
・補償額 約203億円

※適用期限を２２年度末から２３年度末へ延長

本格的な下請債権保全等の導入支援
（～H24年3月）

支払ボンド等の円滑な導入に向けた支援

元請向け 下請向け（Ｈ２０補正；１３億円、Ｈ２２補正；３．２億） （Ｈ２１補正；４７億円、Ｈ２２予算；８億円、Ｈ２２補正；３２．４億円）

(注) 赤字は、２２年度補正予算による措置

中小・中堅建設企業に対する金融支援中小・中堅建設企業に対する金融支援
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政治のリーダーシップによる官民一体となったトップセー
ルスの展開、体制・組織の強化等を更に推進

トップセールスを含む相手国政府とのハイレベル協議や
シンポジウムの開催、相手国要人・政府行政官の招聘等
の実施

我が国の技術を活かし、我が国企業の海外進出を促進
するため、構想段階から官民連携による案件形成・コン
ソーシアム形成等を支援

海外事業のノウハウを有する国内外の企業との人材交
流等への支援

等

我が国の優れた技術・システ
ムの国際標準化や相手国で
のスタンダード獲得に向けた
取組を強化

国際機関・標準化団体へ積
極的な参画、我が国提案へ
の賛同国増加に向けた働き
かけ強化

セミナー・研修開催、専門家
派遣等を通じた日本規格の
理解・普及促進

等

民間資金等の活用による資
金調達手法の検討

インフラファンドの組成、リ
スクの把握・分析等を調査

等

リーダーシップ、組織・体制 スタンダード 金融メカニズム

「国土交通省成長戦略」の３つの柱を踏まえた取り組みの強化

「国土交通省成長戦略」を踏まえた官民連携による海外プロジェクトの実現に向けて、プロジェクト構想段階か
ら受注・実施段階に至るまで、総合的・戦略的な支援・推進体制を整備し、具体的案件の受注を目指す。

※平成２２年度補正予算により前倒し実施

官民連携による海外プロジェクトの推進官民連携による海外プロジェクトの推進 平成22年補正予算：
2億円

平成23年予算案：
11.5億円
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